
〔 後 期 高 齢 者 医 療 制 度 〕 

 高額療養費制度／自己負担限度額について  
 令和８年（2026 年）６月 

◆高額療養費制度  

同じ診療月内に医療機関へ支払う医療費が自己負担限度額（下表）を超えたときは、超えた額を高額療養
費としてお返しします。初めて高額療養費に該当した人へは、診療月のおおむね３か月後に大阪府後期高齢
者医療広域連合から申請書が送られてきますので申請してください。（２回目以降は自動振込） 
※ 薬局での薬代は、処方元の医療機関ごとに自己負担限度額までの支払いとなります。 
※ 同じ医療機関でも医科と歯科、入院と外来は別計算となります。 
※ 入院時の食事代や保険診療外の差額ベッド代などは計算に含みません。 

▼自己負担限度額 （所得による区分の見直しは、毎年８月１日です。） 

＜令和８年６月以降＞ 

※１．一定の所得以上（課税所得が１４５万円以上）の被保険者および同じ世帯に属する被保険者 

※２．★マークの限度区分の人でマイナ保険証をお持ちでない人は、申請により資格確認書に限度区分を併記します。 

※３．同一世帯の人全員が市民税非課税の世帯。ただし、市民税の賦課期日である１月１日において、国内に住所を

有しない人がいる世帯については、非課税世帯であっても限度区分「一般」が適用されます。 

※４．同一世帯の人全員が市民税非課税で、その世帯全員の個々の所得が０円である世帯に属する被保険者。 

ただし、世帯に年金収入が８０６，７００円を超える人がいる場合は該当しません。 

また、給与所得が含まれている場合には、給与所得の金額から１０万円を控除して計算します。 

※５．［  ］内の数字は、過去１２か月間に４回以上高額療養費を受けた場合の４回目以降の負担限度額です。 

一般区分の外来（個人ごとの計算）による支給は回数に含みません。 

※６．窓口負担割合が２割の人の配慮措置については、令和７年９月３０日をもって終了しました。 

※７．算定期間は８月１日～翌年７月３１日です。 

※８．特定医療費（指定難病）受給者証をお持ちの人は３３０円となります。 

※９．過去１２か月間（低所得Ⅱの期間のみ）に９０日を超える入院（長期入院該当）があった場合の９１日目から

の負担額。この適用を受けるには届出が必要で、負担額が２２０円となるのは、届出月の翌月からです。 

マイナ保険証を利用している人も、届出が必要です。 

※ 月の途中で７５歳になった人は、その誕生月については自己負担限度額が２分の１になります。 

※ 人工透析を必要とする慢性腎不全、血友病等で特定疾病療養受療証をお持ちの人の自己負担限度額は、医療機関

ごと（医科と調剤は合わせて、同一機関での外来と入院は各々。当該治療の受診分に限る）に１０,０００円とな

ります。 

 

 

限度区分 
負担 

割合 
所 得 要 件 

1 か月の自己負担限度額 
入院時食事負担 
(１食あたり) 外来（個人単位） 

外来＋入院 

（世帯単位） 

現
役
並
み
所
得
者
※１ 

Ⅲ 

3

割 

課税所得 690 万円以上 
252,600 円 ＋ (総医療費－842,000 円) × 1% 

[140,100 円]※５ 

5５0 円※８ 

Ⅱ★ 
※２ 

課税所得 380 万円以上 

690 万円未満 

167,400 円 ＋ (総医療費－558,000 円) × 1% 

[93,000 円]※５ 

Ⅰ★ 
※２ 

課税所得 145 万円以上 

380 万円未満 

 80,100 円 ＋ (総医療費－267,000 円) × 1% 

[44,400 円]※５ 

一 般 

2

割 課税所得 145 万円未満 
 18,000 円※6 

(年間上限※７ 144,000 円) 

57,600 円 

[44,400 円]※5 

1

割 

低

所

得
※３ 

Ⅱ★ 
※２ 

市民税非課税世帯 

8,000 円 

24,600 円 
2７0 円 

(長期 220 円※９) 

Ⅰ★ 
※２ 

市民税非課税世帯で 

所得が一定基準以下※４ 
15,000 円 130 円 

▶裏面あり 



◆マイナ保険証について  

健康保険証としての利用登録をしたマイナンバーカード（マイナ保険証）を利用すれば、医療機関等での支

払いが自己負担限度額までとなります。ただし、マイナ保険証をお持ちであっても、限度区分が低所得Ⅱの人

が、過去１２か月に９０日を超える長期入院該当によるさらなる食事代の減額の適用を受けるためには届出

が必要です。 

 
◆限度額適用（･標準負担額減額）認定証の発行終了について 
 

令和６年１２月１日をもちまして、限度額適用（・標準負担額減額）認定証の発行を終了しました。 

 自己負担額の表の★マークのある限度区分の人で、マイナ保険証をお持ちでない人は、申請により資格確認

書に限度区分を併記します。 

 
◆２割負担の人の配慮措置の終了について  

窓口負担割合が２割の人について、令和４年１０月１日から、窓口負担割合引き上げに伴う１か月の外来

医療に係る負担増加額を３，０００円までに抑える配慮措置（入院の医療費は対象外）を実施していました

が、この配慮措置は令和７年９月３０日をもって終了しました。 

 

【配慮措置について】 

令和４年１０月診療分から令和７年９月診療分までについては、同一の医療機関での受診では、１か月の

負担増加額が３，０００円を超える支払いはありません。複数の医療機関を受診し、１か月の負担増加額が

３，０００円を超える支払いをした場合は、超えた額を後日、高額療養費として払い戻します。 

１割負担と比べたときの１か月の負担増加額を３，０００円までに抑える措置であり、医療機関窓口での

自己負担額が１か月３，０００円となるわけではありません。 

【配慮措置期間中の１か月の自己負担限度額（外来）】 

6,000 円 + (外来個人の総医療費－30,000 円) ×0.1 または 18,000 円のいずれか低い方 

(年間上限 144,000 円) 

 

 

 

【お問合せ】豊中市健康医療部 保険給付課  TEL:06-6858-2295 


